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エネルギー・食糧等の世界的な価格高騰を契機に、
日本でも久方ぶりに物価が上昇した。その途中

経過を辿ると、当初は輸入物価だけが大幅に上昇し、
それが少しずつ企業物価（Ｂ to Ｂ）に、そして消費
者物価（Ｂ to Ｃ）へと波及していった。仕入れ価格
の上昇を製品価格に転嫁するまで、相応の時間を要し
たことが分かる。
　昨今、デフレ脱却のカギは賃上げにありとの認識が
定着した観があるが、それと同等に重要なのは、下請
け中小企業との取引適正化である。価格支配力の強い
立場にある親事業者は、生産した付加価値を、従業員
に対して賃上げの形で還元すると同時に、下請け中小
企業に対しても応分の分配をすることが求められる。
これが円滑に進むことで、分配から支出（需要）、そ
して生産とつながる経済の好循環─すなわちデフレ脱
却─が実現するのである。

今年の「中小企業白書」は、成長には何が必要か
との問題意識を前面に出しているのが特徴であ

る。そこからは、取引の適正化と価格転嫁の慣行とし
ての定着が、中小企業の生産性向上を図るうえで重要
であるとのメッセージが読み取れる。以下、この白書
を参照しつつ、価格転嫁の実態と中小企業庁の取引適
正化に向けた最近の新たな取り組みをみていきたい。
　まず、価格転嫁の実態については、㈱東京商工リサー
チ・「令和４年度取引条件改善状況調査」の結果に基
づき、①製造業において原材料価格の変動は反映され
た一方、いずれの業種においても、労務費やエネルギー
価格の変動については比較的反映されていないこと、
②特定の販売先への取引依存度が高い企業では、価格
転嫁が進みにくいこと、③価格転嫁が困難な理由とし
ては、ブランド化・差別化の弱さや価格競争力の弱さ
を挙げる先が多いこと、などが指摘されている。

こうした中で、中小企業庁では、取引適正化に向
けた取り組みを強化している。

　下請Ｇメンのことはご存じだろうか。親事業者と下
請企業の間で、価格決定、支払条件、コスト負担など

で理不尽な取引が行われていないか聞き取り調査を行
う専門の調査官のことである。2017 年からスタート
したが、22年 4月にはそれまでの 120 名から倍増し
て 240 名に、さらに 23 年 1 月には 300 名にまで増
員された。
　下請Ｇメンが収集した取引実態を踏まえて、22 年
7月には、下請中小企業振興法の「振興基準」が改定
された。これにより新たに、親事業者には、①少なく
とも年 1回以上の価格協議を行うこと、②下請事業
者からの申出があった場合、遅滞なく協議を行うこと、
③下請事業者における賃金の引き上げが可能となるよ
う、十分に協議して取引対価を決定すること、などが
求められることとなった。
　また、毎年 9月と 3月は「価格交渉促進月間」と
されているが、そのフォローアップ調査の価格転嫁率
のデータが公表されるようになった（22 年 12 月）。
これによれば、全体の転嫁率は 46.9％であったが、
発注側企業として転嫁に応じていない業種は、トラッ
ク運送（20.6％）、通信（21.3％）、放送コンテンツ
（26.5％）などであることが明らかになった。
　さらに、受注側中小企業による点数評価に基づき、
発注側企業（約 150 社）の具体名を挙げて、価格交
渉や価格転嫁の状況のランク付けが行われた。このう
ち、状況の芳しくない発注側企業に対しては、事業所
管大臣名での指導・助言が実施された。

日本の労働者の 7割が勤務する中小企業。その経
営環境の改善は、従業員の賃金の引き上げや設

備投資の増加を通じて、日本経済の活性化に多大な効
果をもたらす。
　企業間取引は、個別性が強いうえ、ブラックボック
スの中でのやりとりだけに、立ち入ることが難しい課
題ではある。とは言え、日本社会の各方面で変革の機
運が高まっている今日、企業間の取引慣行の見直しも
また、日本経済復活のために避けて通れない一つの大
きな課題だと言えよう。

中小企業の価格転嫁 ─ デフレ脱却のもう一つのカギ
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　高級イタリアンのデザートを思い起こす絶妙の味わい。それもそのはず、イタ

リアレストランのシェフたちが編み出した９種のカップアイスクリームだ。

　さいたまヨーロッパ野菜研究会の朝採れバジルをシェフが素早くペーストにし

た「ヨロ研バジル」、熊谷の権田酒造の純米大吟醸の酒粕の香りを閉じ込めた「酒

粕フォルテ」など、食材はいずれも埼玉県が誇るもの。「チョコ＆ビーツ」は、

鉄分と糖分が豊富な野菜・ビーツに、チョコレートを組み合わせるという意外性

が好評だ。

　埼玉縛りで地産地消にこだわる。「生産者の一人

ひとりが主人公になる」との想いを込めて、地元の

生産者とのキャッチボールを重ねて商品化した。埼

玉県物産観光協会の「埼玉県新商品 AWARD2022」

では、多数の応募の中

から厳正な審査を経て、

大賞を受賞した。

　浦和駅西口の店舗

ECCOLA などで販売

しているほか、オンラ

インショップからも注

文できる。サプライズ

満点の贈答品としても

ぴったりの一品である。

■ 株式会社ノースコーポレーション
　設立　1995 年
　事業内容　イタリア料理店経営、ワイン等の小売販売
　代表取締役　北 康信
　本社 / 店舗 ECCOLA　
　〒 330-0062  さいたま市浦和区仲町 1-5-15
　オンラインショップ
　https://eccola.shop-pro.jp/
　（武蔵野銀行浦和支店取引先）
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